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はじめに 

昨今の私たちを取り巻く社会情勢は、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化に加え、

新型コロナウイルス感染症の流行や前例のない天災等により、高度な情報化や就労環境の

多様化・グローバル化等を加速させ急速に変化しています。 

これらの変化に伴う課題に対応する持続可能な社会の実現のためには、性別に捉われず、

一人ひとりが個性と能力を発揮し、社会の構成員として支え合い、責任を分かち合う男女

共同参画社会の構築が重要となっています。 

このような状況において世界では、２０１５年（平成２７年）の国連サミットで採択さ

れた SDGs のひとつである「ジェンダー平等の実現」に向けた取り組みが加速し、日本と

の差が更に拡大する中、地方公共団体においての更なる取組が求められています。 

このような状況を踏まえ、本町におきましても、平成２９年５月に第２次和水町男女共

同参画計画を策定し、計画に基づき取組を進めて参りました。 

本町では、令和元年３月に「第２次和水町まちづくり総合計画」を策定しており、和水

町の目指す将来像を「笑顔輝き 魅力あふれる和水町」と掲げ、その中で「男女共同参画

の推進」も主要施策の 1 つとして掲げております。 

 この「第２次和水町まちづくり総合計画」や令和３年度に行った「和水町男女共同参画

に関する住民意識調査」の結果、また国・県の動向を踏まえ、このたび「第３次和水町男

女共同参画計画」を策定いたしました。 

 今後も和水町では、この計画に基づき、計画の基本目標である「男女がともに支えあい、

くらしやすいまちづくりの実現」のため、様々な課題解決に向け、積極的に取り組んでま

いります。町民・事業者・団体の皆様には、この計画策定の趣旨をご理解いただき、和水

町男女共同参画の実現に向け、ご支援・ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 最後に、計画策定にあたり、「和水町男女共同参画に関する住民意識調査」にご協力いた

だいた町民の皆様に心からお礼申し上げます。 

令和４年５月 

和 水 町 長 石 原 佳 幸 
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１ 計画策定の目的 

現在日本では、少子高齢化が進み情報通信の高度化・国際化の進

展・経済格差など、私たちをとりまく社会環境は大きく変化してい

ます。また、配偶者による暴力・児童虐待・いじめなど、家庭や職

場、学校や地域といったあらゆるところで人権に関する問題が大き

くなっています。 

こうした状況の中で、性別にとらわれず一人ひとりが個性と能

力を発揮し、お互いが社会の構成員として、ともに支えあい責任

を分かち合う男女共同参画社会の実現が求められています。 

このようなことから、本町では「和水町男女共同参画に関する

住民意識調査（令和３年度）」の結果などを踏まえ、和水町におけ

る男女共同参画社会の形成を総合的に図ることを目的に計画を策

定します。

第１章 計画の基本的な考え方 
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２ 計画の基本目標と重点目標 

  基本目標の達成を図るために、４つの重点目標を定めます。それぞれの重

点目標を達成するために、施策の基本方向に沿って取り組みます。 

【 基本目標 】 

【 重点目標 】 

重点目標１ 重点目標２   重点目標３ 重点目標４ 

男女共同参画 男女の人権 家庭・職場における さまざまな分野に 

意識の醸成 の尊重 男女共同参画の環境  おける男女共同 

づくり 参画の推進 

【 施策の基本方向 】 

男女がともに支えあい、暮らしやすいまちづくりの実現 

① 男女共同参画に

関する広報・啓発

② 性別で役割を分

担する等の意識、

慣習、しきたり等

の見直し

① 人権の尊重の理

解と認識

② あらゆる暴力の

根絶

① 両立支援制度を

利用しやすい職

場環境づくりの

推進

② 子育て、介護支援

の充実とパート

ナーシップの推

進

① 政策や方針決定

の場へ女性の参

画推進

② 男女共同参画を

推進する人材育

成・活動支援
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３ 計画の性格 

  この計画は、「男女共同参画社会基本法」第１４条第３項に基づく市町村男

女共同参画の計画であり、「和水町まちづくり総合計画」との整合性を図って

います。 

  この計画は、和水町の男女共同参画社会の実現に向けた各種取組みの指針

となるべきものであり、男女が互いに対等な立場で尊重しながら、誰もがい

きいきと支え合うことができるまちづくりを推進していくために策定しまし

た。 

 

４ 計画の期間 

  この計画の期間は、令和４年度から令和８年度までの５年間とします。た

だし、社会情勢等の変化に対応し、必要に応じて見直しを図ります。 

 

５ 計画の位置づけ  

  本計画は、男女共同参画社会基本法第１４条の規定の基づく、和水町にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画で

す。 

また、本計画における重点目標２男女の人権の尊重“②あらゆる暴力の根

絶”を「和水町ＤＶ防止基本計画」とし、「配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護に関する法律」第２条の３第３項の規定に基づく配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本計画に位置づけま

す。 

さらに、国の「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」第６条

第２項の規定に基づく「市町村推進計画」として、本計画と一体的に策定す

るものです。 

 

男女共同参画基本計

画 

和水町男女共同参画計画 

（市町村推進計画） 
（和水町ＤＶ防止基本計画） 

 

熊本県男女共同参画計画 

女性の職業生活における 

活躍の推進に関する法律 

和水町まちづくり 

総合計画 

男女共同参画社会基本法 
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【重点目標１ 男女共同参画意識の醸成】 

  住民一人ひとりが社会のパートナーとして、協力し助け合いながら自分ら

しく暮らせる男女共同参画に関する意識が醸成されたまちを目指します。  

【施策の基本方向】 

（１）男女共同参画に関する広報・啓発 

男女共同参画に関するイベント等の情報や資料を収集し、住民へ提供 

していくことにより、男女共同参画に関する意識を高めます。 

（２）固定的性別役割分担意識、慣習・しきたり等の見直し 

家庭や職場など、身近なところから固定的性別役割分担意識の解消及 

び慣習、しきたり等の見直しを図ります。 

重

点

目

標 

１ 

 

男 

女 

共

同

参

画 

意 

識 

の 

醸

成 

施策の 

基本方向 
具体的施策 取組内容 担当課 

（１） 

男女共同参画 

に関する広報 

・啓発 

 

 

①広報などを

活用した啓

発の充実 

広報なごみ、町のホームペ

ージなどのあらゆる広報媒

体を活用して、男女共同参

画についての啓発を推進し

ます。 

総務課 

まちづくり推進課 

②様々な学習

の場をとお

した啓発 

様々な学習の場で、男女共

同参画に関する講演会・講

座を実施します。また、住

民を対象とした講演会等の

実施を検討します。 

総務課 

③法令や制度

の周知 

男女共同参画基本法、熊本

県男女共同参画計画や各種

制度についての周知に努め

ます。 

総務課 

④男女共同参

画に関する

情報の収集

と提供 

男女共同参画に関する情報

を幅広く収集し、提供しま

す。 

総務課 

第２章 計画の内容 
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（２） 

固定的性別役

割分担意識、慣

習、しきたり等 

の見なおし 

 

①広報などを

活用した啓

発 の 充 実

（再掲） 

広報なごみ、町のホームペ

ージなどのあらゆる広報媒

体を活用して、男女共同参

画についての啓発を推進し

ます。 

総務課 

まちづくり推進課 

②男性の家庭

生活への関

心向上 

男性の家事、子育て、介護

などの家庭生活への関心を

高めるための「男性向け講

座」を開催する。 

総務課 

福祉課 

保健子ども課 

 

【男女共同参画意識の現状・課題】 

令和３年度に実施した町民意識調査をみてみると、「男は仕事、女は家庭」

などと性別によって役割を固定する考え方については、「同感する」の割合が

４％、「同感しない」６３％、「どちらともいえない」が３０％、「わからない」

が３％という結果となりました。（図１） 

前回の町民意識調査（平成２８年度）と比較すると固定的性別役割分担に同

感しない人の割合は約２０％増加しています。 

男女関係なく、仕事や家庭生活に取り組みたいと考えている方が、大多数の

ようです。 

  しかしながら、男女の地位の平等感について、「家庭生活」、「職場」、「教育」、

「政治」、「法律や制度上」、「社会通念・習慣しきたり」、「地域社会」の分野で

質問をしたところ、「教育」の分野では６割以上の人が平等であると回答して

いるものの「職場」、「政治」、「社会通念・習慣しきたり」、「地域社会」の分野

では平等と感じている人は３割以下となっています。特に「政治」と「社会通

念・習慣しきたり」の分野において平等と感じている人は２割以下にとどまっ

ています。（図２）   

このことから、意識と実態には大きな隔たりがあります。 

また、女性が社会のあらゆる分野でより平等になるために特に重要だと思

うことでは、「男女を差別している古い慣習やしきたりをなくすこと」「男性

の意識改革が必要である」が上位となっており、古い慣習やしきたり等を男

女共同参画の視点に立って見直すことや、男性が積極的に男女共同参画の考

え方を取り入れるが求められています。 
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【性別により役割を固定する考え方について（図１）】   （%） 

 

      

【男女の地位の平等感（図２）】                   （％） 

 

 

【女性が社会のあらゆる分野で、より平等になるために特に重要だと思うもの】 

○男性も女性もパートナーとして理解し、協力すること・・・１７％ 

○男性の意識改革が必要・・・・・・・・・・・・・・・・・１７％ 

○男女を差別している、古い習慣やしきたりをなくすこと・・１６％ 

○家事労働を適正に評価すること・・・・・・・・・・・・・１０％ 

○仕事や賃金の面で男女差をなくすこと・・・・・・・・・・１０％ 
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【重点目標２ 男女の人権の尊重】 

私たち一人ひとりの価値と尊厳を重んじるとともに、性別による差別をな

くし、あらゆる暴力の根絶を目指します。 

【施策の基本方向】 

（１）人権尊重の理解と認識 

   学校教育や社会教育など、関係機関との連携を図り、生涯を通じた人権

教育を推進し、基本的人権を尊重する意識の高揚を図ります。 

（２）あらゆる暴力の根絶 

   ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）、セクシュアル・ハラスメント、ス

トーカー行為、性暴力や児童虐待などの人権を侵害する行為に対して、警

察、福祉事務所等の関係機関と連携し、問題の発生防止と、被害者からの

相談体制を整えていきます。 

 

重 

点

目 

標 

２ 

 

男 

女

の

人 

権 

の 

尊 

重 

施策の 

基本方向 
具体的施策 取組内容 担当課 

（１）  

人権尊重の理

解と認識 

①人権意識

を高める

ための教

育や啓発

の推進 

学校教育・社会教育・地域・

家庭において、相互の連携

を図り、男女が互いの人権

を尊重する意識を持つよ

う、広報紙、講演会・講座、

特設人権相談所などを通じ

て人権に関する情報の提供

を行います。 

社会教育課 

税務住民課 

（２）  

あらゆる暴力

の根絶 

①配偶者な

どに暴力

を許さな

い意識づ

くり 

配偶者やパートナーからの

暴力を決してに許さないと

いう意識づくりを広報紙や

ホームページ等を通じて行

います。 

保健子ども課 

総務課 

まちづくり推進課 

②DV やセ

クシャル

ハラスメ

ントの防

止と対応 

 

セクシャルハラスメント、

DV、デート DV の防止に向

けて、職場や学校での啓発

活動に努めます。 

 

 

保健子ども課 
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③被害者の

早期発見、

相談体制

の充実 

住民が安心して相談できる

体制を整備し、関係機関と

の連携を図り、住民に対し

必要な情報の提供・相談窓

口の周知を行います。 

福祉課 

保健子ども課 

④被害者の 

自立支援

に向けた

取組み 

被害者の自立支援のため、

関係機関との連携を図り、

必要な情報を提供します。 

福祉課 

保健子ども課 

⑤児童など

に対する

虐待防止 

和水町虐待防止連絡協議会

と連携し、児童や高齢者、

障害者に対する虐待の予

防・早期対策にあたります。 

福祉課 

保健子ども課 

・DV（ドメスティックバイオレンス）→配偶者や恋人などから振るわれる暴力。 

                  身体的・経済的・精神的暴力がある。 

・デート DV →結婚していない恋人間の暴力。 
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【人権に関する現状・課題】 

ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）、ストーカー行為、性暴力や児童虐待など

人権を著しく侵害する行為は、男女共同参画社会の形成を大きく阻害するもので

す。 

令和３年度に実施した町民意識調査において、対象者５００名のうち１度でも

ＤＶの経験があると答えた人は、全体の約４％という結果となりました。 

平成２８年度に実施した調査時より全体的に減少しているが、「心理的脅迫」を

１～２度受けた方、「経済的圧迫」を何度も受けた方が増加した結果となっていま

す。 

その背景の１つとして、新型コロナウイルス感染症が拡大し、外出自粛や休業

等を余儀なくされたことにより、生活不安やストレスが増加し、このような結果

に繋がったと考えられます。 

 なお、ＤＶ被害経験者の相談状況は、「相談した」と回答した人は４．９％とな

っています。「相談しなかった」と回答した人に理由をたずねたところ、「相談す

る程のことではないと思った」と回答した方が４％、「我慢すれば、このままなん

とかなると思った」「自分にも悪いところがあると思った」と回答した方が共に３．

６％と問題を解決することの難しさや、複雑さが見られます。 

 以上のことを踏まえ、ＤＶのみならずあらゆる暴力を許さない意識づくりをす

すめるとともに、町・警察など関係機関が連携し、被害者が相談しやすい環境づ

くりや被害者等の立場に立った迅速かつ適切な対応に取り組むことが必要です。 

 

【ＤＶの経験について（図１）】                  （人） 
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【施策の基本方向】 

（１）両立支援制度を利用しやすい職場環境づくりの推進 

   家庭生活や育児と仕事の両立を図るため、労使双方の意識改革を進めま 

す。また、育児休業制度などが普及するように、事業者や被雇用者に働き 

かけ、男女の働き方の見直しを図ります。 

（２）子育て、介護支援の充実とパートナーシップの推進 

   若い世代のみの家庭、共働き家庭やひとり親家庭など多様なライフスタ 

イルに対応した育児、介護等を考慮して支援をします。また、家庭や職場、 

地域におけるパートナーシップ（お互いの特性を尊重し、対等な立場での 

連携）を図るための取組みを推進し、安心して生み育て、介護できる環境 

を構築し、男女の育児、家事等の家庭生活や地域活動等への参加を進めま 

す。 

 

重

点

目

標

３ 

 

家

庭 

・ 

職

場

に

お

け

る

男

女

共

施策の 

基本方向 
具体的施策 取組内容 担当課 

（１） 

両立支援制度

を利用しやす

い職場環境づ

くりの推進 

①仕事と家

庭生活の

両立に関

する意識

啓発の推

進 

・育児休業制度等が利用し

やすい職場環境になるよ

う関係機関と連携すると

ともに、制度の周知を図

ります。 

・男性の育児休業や介護休

業などの取得を啓発する

ための広報・啓発活動を

行います。 

総務課 

商工観光課 

（２） 

子育て、介護支

援の充実とパ

ートナーシッ

プの推進 

①子育てに

関する情

報提供 

母子手帳交付時や各種健診

及びホームページ等で、保

育・子育て支援サービスに

関する情報の提供を行いま

す。 

福祉課 

保健子ども課 

【重点目標３ 家庭・職場における男女共同参画の環境づくり】 

 男女がお互いをパートナーとして理解し、支えあいながら、社会生活と家庭

生活が両立できるような環境を目指します。 
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同

参

画

の

環

境

づ

く

り 

②地域にお

ける子育

ての支援 

 

 

・通常保育に加え、延長保

育、一時保育、病児保育、

休日保育、学童保育など、

様々なニーズにあった保

育サービスを実施しま

す。また、地域の見守り

など地域を核とした子育

て支援を推進します。 

保健子ども課 

③介護予防

と生活支

援体制の

整備 

・介護予防教室を実施しま

す。 

・介護サービスや福祉サー

ビス支援の充実を図りま

す。 

福祉課 

④障がい者

施策の推

進 

和水町障がい者計画に基づ

き、障がいのある人のニー

ズに配慮しながら、各種施

策を計画的に推進します。 

福祉課 

⑤広報など

を活用し

た啓発の

充実 

（再掲） 

広報なごみ、町のホームペ

ージなどのあらゆる広報媒

体を活用して、男女共同参

画についての啓発を推進し

ます。 

総務課 

まちづくり推進課 
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【家庭・職場における現状・課題】 

令和３年度に実施した町民意識調査において、仕事と家庭を両立させる上での問題

点をお尋ねしたところ、≪家事・育児・介護などの負担が女性に偏っている≫が２７％

≪事業所内に、家庭のことで休暇を取りにくい雰囲気がある≫が２０％、≪労働時間

が長い・残業が多い≫が１６％、と休暇制度を利用しにくい職場環境や長時間労働が、

仕事と家庭の両立を阻害しているという結果になっています。（図１） 

このような中、若い世代のみの家庭、共働き家庭、ひとり親家庭などの増加に伴い、

仕事と育児や老親の介護との両立に悩むなどの問題が発生しています。 

仕事と家庭生活との調和を図るため、男性の長時間労働の抑制や育児休業の取得に

よる家庭生活への参加促進、働きやすい職場環境の整備、多様なライフスタイルに対

応した育児・介護支援が求められています。 

 前回の町民意識調査（平成２８年度）と比較しても、ほとんど変わらない数字とな

っており、家庭や職場での状況は５年前と変わらないという方が多いようです。 

  

 

【仕事と家庭を両立させる上での問題点（図１）】 

○家事・育児・介護などの負担が、女性に偏っている。・・・・・・・・２７％ 

○事業所内に家庭のことで休暇を取りにくい雰囲気がある。・・・・・・２０％ 

○労働時間が長い。残業が多い。・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６％ 

○男性が家事などをすることに家族の理解と協力が得られない ・・・・ ９％ 

○保育施設や介護施設などを利用できない ・・・・・・・・・・・・・ ８％ 

○育児休業や介護休業を取得できる日数が短い ・・・・・・・・・・・ ８％ 

○保育施設や介護施設などを利用できる時間が短い ・・・・・・・・・ ６％ 

○女性が仕事をすることに家族の理解と協力が得られない ・・・・・・ ４％ 

○その他                       ・・・・・・ ２％ 
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【施策の基本方向】 

（１）政策や方針決定の場への女性の参画の拡大推進 

政策や方針決定の場への女性の参画を推進し、あらゆる分野に男女がと

もに個性と能力を発揮して参画できるような取組み、環境づくりを進めま

す。各種審議会・委員会等への女性委員の登用を推進し、男女双方の意見

が反映されるよう努めます。 

（２）男女共同参画を推進する人材育成・活動支援 

男女共同参画を推進する人材を発掘し、地域社会のあらゆる分野におけ

る男女共同参画を推進します。女性リーダーや女性グループの育成、地域

リーダー育成事業等への研修生の派遣など、人材の発掘、育成を支援し、

男女共同参画の推進を図ります。 

 

重 

点

目 

標 

４ 

 

さ

ま

ざ

ま

な    

分

野

施策の 

基本方向 
具体的施策 取組内容 担当課 

（１） 

政策や方針決

定の場への女

性の参画の拡

大推進 

 

 

 

 

①町の審議会

等への女性

委員の登用 

各種審議会・委員会等に

女性登用の推進を図りま

す。 

全庁 

②広報などを

活用した啓

発の充実 

（再掲） 

広報なごみ、町のホーム

ページなどのあらゆる広

報媒体を活用して、男女

共同参画についての啓発

を推進します。 

総務課 

まちづくり推進課 

【重点目標４ さまざまな分野における男女共同参画の推進】 

 さまざまな分野において、固定的な性別による役割分担意識にとらわれ 

ず、政策や方針決定の場に男女双方の意見や能力が反映されるようなまち 

を目指します。 
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に

お

け

る

男

女

共

同

参

画

の

推

進 

 

 

 

③様々な学習

の場をとお  

した啓発 

（再掲） 

様々な学習の場で、男女

共同参画に関する講演

会・講座を実施します。

また、住民を対象とした

講演会等の実施を検討し

ます。 

総務課 

社会教育課 

まちづくり推進課 

（２） 

男女共同参画

を推進する人

材育成・活動支

援 

①女性リーダ

ー・グルー

プの育成 

女性リーダーやグループ

に対し、様々な学習会等

に関する情報を提供し、

参加について支援しま

す。 

全庁 

（３） 

地域社会にお

ける男女共同

参画の推進 

① 地域社会

での男女

パートナ

ーシップ 

 

暮らしやすく活力ある地

域社会を実現するため、

多様なライフスタイルを

持つ男女が、共に地域活

動に参加できるような意

識づくりや環境づくりに

努めます。 

総務課 
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【政策・方針決定の場への女性参画の現状・課題】 

地域活動についてはこれまで女性が担ってきた部分も大きいですが、下支えと

しての女性の参画は多いものの、企画・立案段階への参画は進んでいません。 

（図１） 

あらゆる分野において男女がともに個性と能力を発揮し、多様性を認め合うこ

とは、地域の活性化や暮らしやすい地域づくりに繋がります。 

令和３年度に実施した町民意識調査において、女性が進出したほうがいいと思

う役職についてお尋ねしたところ、PTA 会長・副会長と区長においてそう思う

と回答した方の割合が、前回の町民意識調査（平成２８年）よりも増えています。 

（図２） 

 

 

【和水町における役職に占める女性の割合（図１）】  令和 4 年 1 月 1 日現在 

役職 総数（人） うち女性（人） 女性の割合（％） 

議会議員 １１ ０ ０ 

民生委員 ３３ １９ ５７ 

教育委員 ４ ２ ５０ 

ＰＴＡ会長・副会長 １５ ３ ２０ 

区長 ６６ ０ ０ 

農業委員 １０ １ １０ 
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【女性が進出したほうがいいと思う役職（図２）】          （人） 

 

「平成２８年度調査結果」 

 
 

「令和３年度調査結果」 
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計画の推進にあたって、和水町役場のあらゆる部署において男女共同参画社

会づくりの重要性を認識し、職員一人ひとりが男女共同参画についての理解を

深めるとともに、全庁的かつ総合的に取組みを実施します。 

また、学識経験者や地域住民の意見を施策等に反映させるため、「和水町男女

共同参画懇話会」において本町の男女共同参画の推進について審議いただきま

す。 

この計画は、住民をはじめ企業・地域団体・ＮＰＯ等の各種団体、行政関係

機関などと連携・協働して推進します。 

 

１ 総合的な推進体制の整備 

「和水町男女共同参画懇話会」との連携を図り、住民の声が施策へ的確

に反映されるように努めます。 

  

２ 庁内の推進体制の充実 

   男女共同参画社会の形成へ向け、関係課との連携・調整を行いながら、

効果的な施策の推進を図ります。 

 

 ３ 職員研修の充実 

   男女共同参画意識を高め、計画についての周知徹底を図るため職員研修

を実施します。 

 

 ４ 相談体制の整備 

   相談窓口や相談事業について広く周知を図り、相談者のプライバシーに

十分配慮しながら、担当課・担当窓口との連携を図ります。 

 

 ５ 国・県・他市町村や各種団体との連携 

   男女共同参画社会の実現へ向けて、国・県・他市町村との連携や関係機

関・各種団体とのネットワークを図ります。 

 

 

 

 

第３章 男女共同参画に関する推進体制 
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 １ 世界の動き 

●１９４８年（昭和２３年） 

 国際連合で「世界人権宣言」が採択。女性に対する差別が国際的な共通課題であるとの

認識が初めて示される。 

●１９７５年（昭和５０年） 

 第１回世界女性会議がメキシコシティで開催。１９７６年から１９８５年までの１０年

間を「国連婦人の１０年」として定められ、「平等・開発・平和」を目標に掲げ、男女平等

政策が確立された。 

●１９７９年（昭和５４年） 

 「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（以下、女子差別撤廃条約）」を

国連で採択。性別による差別を禁止した。 

●１９８５年（昭和６０年） 

 世界女性会議がナイロビで開催。「国連婦人の１０年」の成果が検討・評価された。 

●１９９５年（平成７年） 

 第４回世界女性会議が北京で開催。「北京宣言及び行動綱領」が採択され、各国に実効あ

る措置を求めた。 

●２０００年（平成１２年） 

 「女性２０００年会議」がニューヨークで開催。「北京行動綱領」の完全実現に向け「成

果文書」が採択された。 

●２００５年（平成１７年） 

 「北京＋１０」が開催。「北京行動綱領」及び「女性２０００年会議成果文書」の実施状

況についての評価や見直し、女性の視点からの災害対策を求めた「津波など災害復興」や

「国の政策への女性の視点の主流化」など採択された。 

●２０１０年（平成２２年）  

「北京＋１５」が「北京宣言及び行動綱領」と第 23 回国連特別総会「女性 2000 年会議」

成果文書の実施状況の評価を主要テーマに開催。  

●２０１２年（平成２４年）  

第５６回国連婦人の地位委員会「自然災害におけるジェンダー平等と女性のエンパワーメ

ント」決議案が採択された。 

●２０１５年（平成２７年） 

国連防災世界会議で「仙台防災枠組」が採択された。 

国連サミットで「持続可能な開発目標 SDGs」が採択された。 

第５９回国連婦人の地位委員会閣僚級会議「北京＋２０」が開催。 

●２０１６年（平成２８年） 

第６０回国連女性の地位委員会開催。 

参考資料 
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２ 国の動き 

●１９７５年（昭和５０年） 

「国際婦人年」を契機に内閣総理大臣を本部長とする「婦人問題企画推進本部」を設置。 

●１９７７年（昭和５２年） 

「国内行動計画」策定。女性の地位向上に関する初の総合計画となる。 

●１９８５年（昭和６０年） 

「女子差別撤廃条約」の批准。「男女雇用機会均等法」などの法整備や民法が一部改正。 

●１９８７年（昭和６２年） 

「ナイロビ将来戦略」を受けて「西暦２０００年に向けての新国内行動計画」が策定。 

●１９９６年（平成８年） 

「男女共同参画２０００年プラン」が策定。主な施策が男女を対象とし、意識の変革だ

けでなく、社会制度や慣行・慣習の見直しが盛り込まれる。 

●１９９９年（平成１１年） 

「男女共同参画社会基本法」が制定。男女共同参画社会の形成に向けて、基本理念や国・

地方公共団体の責務などが定められる。 

●２０００年（平成１２年） 

 「男女共同参画基本計画」が策定。社会のあらゆる分野に男女共同参画の視点を反映。 

●２００１年（平成１３年） 

 内閣府に「男女共同参画会議」及び「内閣府男女共同参画局」が設置。男女共同参画の

形成促進に向けた課題について、調査・審議を進めていく。 

● ２００５年（平成１７年） 

「第２次男女共同参画基本計画」が改定。女性のチャレンジ支援を盛り込む。 

● ２０１０年（平成２２年） 

「第３次男女共同参画基本計画」を策定。 

●２０１２年（平成２４年）  

「「女性の活躍促進による経済活性化」行動計画」策定。 

●２０１５年（平成２７年） 

 「女性活躍加速のための重点方針２０１５」策定。 

 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」公布。 

 「第４次男女共同参画基本計画」策定。 

●２０１６年（平成２８年） 

 「男女雇用機会均等法」改正。 

●２０１８年（平成３０年） 

 「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」公布。 

●２０２０年（令和２年） 

 「第５次男女共同参画基本計画」策定。 
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３ 熊本県の動き 

●１９７７年（昭和５２年） 

 商工労働水産部労政課に婦人行政担当窓口を設置。 

●１９８８年（昭和６３年） 

 福祉生活部県民生活総室に婦人対策室を設置。 

●１９９４年（平成６年） 

 「ハーモニープランくまもと」を策定し、男女共同参画の実現に向けて総合的な推進

を図る。 

●２０００年（平成１２年） 

 環境生活部に男女共同参画課を設置。 

●２００１年（平成１３年） 

 熊本県男女共同参画計画「ハーモニープラン２１」を策定。 

●２００２年（平成１４年） 

 「熊本県男女共同参画推進条例」を施行。 

 熊本県男女共同参画審議会を設置。 

 くまもと県民交流館パレアに男女共同参画センターを設置。 

●２００３年（平成１５年） 

 組織改編により、環境生活部に男女共同参画・パートナーシップ推進課と名称変更。 

●２００５年（平成１７年） 

 「熊本県配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本計画」を策定。 

●２００６年（平成１８年） 

 熊本県男女共同参画計画「ハーモニープランくまもと２１」（第２次）を策定 

 組織機構改革により、男女共同参画・パートナーシップ推進課を総務部へ移管。 

●２００９年（平成２１年） 

 男女共同参画・パートナーシップ推進課を男女参画・協働推進課へ名称変更。 

●２０１１年（平成２３年）  

熊本県男女共同参画計画「ハーモニープランくまもと２１」（第３次）を策定。 

組織機構改革により、男女参画・協働推進課を環境生活部へ移管。 

●２０１５年（平成２７年） 

 熊本県女性の社会参画加速化戦略を策定。 

●２０１６年（平成２８年） 

 熊本県男女共同参画計画「ハーモニープランくまもと２１」（第４次）を策定。 

●２０２１年（令和３年） 

熊本県男女共同参画計画「ハーモニープランくまもと２１」（第５次）を策定。 
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４ 和水町の動き 

●２００２年（平成１４年） 

 荒尾玉名地域男女共同参画ネットワーク発足に伴い、菊水町は福祉課、三加

和町は社会教育課で男女共同参画業務を担当。 

●２００６年（平成１８年） 

 合併により担当課が本庁総務課となる。 

●２００７年（平成１９年） 

 和水町男女共同参画懇話会が委員１５名で発足。 

●２００８年（平成２０年） 

 和水町男女共同参画に関する町民意識調査を実施。 

●２０１１年（平成２３年） 

 第１次和水町男女共同参画計画を策定。 

●２０１６年（平成２８年） 

 和水町における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画を策定。 

●２０１６年（平成２８年） 

 和水町男女共同参画に関する町民意識調査を実施。 

●２０１７年（平成２９年） 

 第２次和水町男女共同参画計画を策定。 

●２０２１年（令和３年） 

 和水町における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画を策定。 

●２０２１年（令和３年） 

 和水町男女共同参画に関する町民意識調査を実施。 

●２０２２年（令和４年） 

 第３次和水町男女共同参画計画を策定。 
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５ 男女共同参画社会基本法 

目次 

前文 

第一章 総則(第一条―第十二条) 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策(第十三条―第二

十条) 

第三章 男女共同参画会議(第二十一条―第二十八条) 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女

平等の実現に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着

実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急

速な変化に対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分

かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮することができ

る男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社

会を決定する最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向

を示し、将来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成

に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対

応できる豊かで活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参

画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責

務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基

本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画

的に推進することを目的とする。 

(定義) 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意

思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もっ

て男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、

かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

22



二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため

必要な範囲内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供

することをいう。 

(男女の人権の尊重) 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられる

こと、男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力

を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨と

して、行われなければならない。 

(社会における制度又は慣行についての配慮) 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、

性別による固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に

対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害す

る要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女

の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとする

ように配慮されなければならない。 

(政策等の立案及び決定への共同参画) 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国

若しくは地方公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決

定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければなら

ない。 

(家庭生活における活動と他の活動の両立) 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社

会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動につい

て家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行う

ことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

(国際的協調) 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係

を有していることにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に

行われなければならない。 

(国の責務) 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成について

の基本理念(以下「基本理念」という。)にのっとり、男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策(積極的改善措置を含む。以下同じ。)を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。 

(地方公共団体の責務) 
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第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促

進に関し、国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性

に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

(国民の責務) 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野におい

て、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなけ

ればならない。 

(法制上の措置等) 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するた

め必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

(年次報告等) 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が

講じた男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しな

ければならない。 

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して

講じようとする男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文

書を作成し、これを国会に提出しなければならない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

(男女共同参画基本計画) 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ

計画的な推進を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計

画(以下「男女共同参画基本計画」という。)を定めなければならない。 

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画

の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、

男女共同参画基本計画を公表しなければならない。 

5 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

(平一一法一六〇・一部改正) 

(都道府県男女共同参画計画等) 
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第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区

域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画(以下「都道府県男女共同参画計画」という。)を定めなければならない。 

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、

当該市町村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策につい

ての基本的な計画(以下「市町村男女共同参画計画」という。)を定めるように

努めなければならない。 

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画

計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

(施策の策定等に当たっての配慮) 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと

認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形

成に配慮しなければならない。 

(国民の理解を深めるための措置) 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国

民の理解を深めるよう適切な措置を講じなければならない。 

(苦情の処理等) 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情

の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画

社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害者の救

済を図るために必要な措置を講じなければならない。 

(調査研究) 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼ

す影響に関する調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。 

(国際的協調のための措置) 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、

外国政府又は国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する

国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努める

ものとする。 

25



(地方公共団体及び民間の団体に対する支援) 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策及び民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を

支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとす

る。 

第三章 男女共同参画会議 

(平一一法一〇二・全改) 

(設置) 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議(以下「会議」という。)を置く。 

(平一一法一〇二・全改) 

(所掌事務) 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理する

こと。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男

女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事

項を調査審議すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、

内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を

監視し、及び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必

要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べる

こと。 

(平一一法一〇二・全改) 

(組織) 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 

(平一一法一〇二・全改) 

(議長) 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

2 議長は、会務を総理する。 

(平一一法一〇二・全改) 

(議員) 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総

理大臣が任命する者 
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2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であっ

てはならない。 

3 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定

する議員の総数の十分の四未満であってはならない。 

4 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

(平一一法一〇二・全改) 

(議員の任期) 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の

議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

(平一一法一〇二・全改) 

(資料提出の要求等) 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるとき

は、関係行政機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、

意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前

項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

(平一一法一〇二・全改) 

(政令への委任) 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員そ

の他会議に関し必要な事項は、政令で定める。 

(平一一法一〇二・全改) 

附 則 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

(男女共同参画審議会設置法の廃止) 

第二条 男女共同参画審議会設置法(平成九年法律第七号)は、廃止する。 

(経過措置) 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法(以下「旧審議会

設置法」という。)第一条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第二十

一条第一項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもって存続するもの

とする。 

2 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の規定により任命さ

れた男女共同参画審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第二十三

条第一項の規定により、審議会の委員として任命されたものとみなす。この場

合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第二項の規定

27



にかかわらず、同日における旧審議会設置法第四条第二項の規定により任命さ

れた男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。 

3 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の規定により定めら

れた男女共同参画審議会の会長である者又は同条第三項の規定により指名され

た委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第二十四条第一項の規

定により審議会の会長として定められ、又は同条第三項の規定により審議会の

会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす。 

附 則 (平成一一年七月一六日法律第一〇二号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律(平成十一年法律第八十八

号)の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

(施行の日＝平成一三年一月六日) 

一 略 

二 附則第十条第一項及び第五項、第十四条第三項、第二十三条、第二十八条

並びに第三十条の規定 公布の日 

(委員等の任期に関する経過措置) 

第二十八条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その

他の機関の会長、委員その他の職員である者(任期の定めのない者を除く。)の

任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定に

かかわらず、その日に満了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

(別に定める経過措置) 

第三十条 第二条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い

必要となる経過措置は、別に法律で定める。 

―――――――――― 

○中央省庁等改革関係法施行法(平成一一法律一六〇)抄 

(処分、申請等に関する経過措置) 

第千三百一条 中央省庁等改革関係法及びこの法律(以下「改革関係法等」と総

称する。)の施行前に法令の規定により従前の国の機関がした免許、許可、認可、

承認、指定その他の処分又は通知その他の行為は、法令に別段の定めがあるも

ののほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定

に基づいて、相当の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他の処

分又は通知その他の行為とみなす。 
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2 改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してさ

れている申請、届出その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改

革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定に基づいて、

相当の国の機関に対してされた申請、届出その他の行為とみなす。 

3 改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届出、

提出その他の手続をしなければならないとされている事項で、改革関係法等の

施行の日前にその手続がされていないものについては、法令に別段の定めがあ

るもののほか、改革関係法等の施行後は、これを、改革関係法等の施行後の法

令の相当規定により相当の国の機関に対して報告、届出、提出その他の手続を

しなければならないとされた事項についてその手続がされていないものとみな

して、改革関係法等の施行後の法令の規定を適用する。 

(政令への委任) 

第千三百四十四条 第七十一条から第七十六条まで及び第千三百一条から前条

まで並びに中央省庁等改革関係法に定めるもののほか、改革関係法等の施行に

関し必要な経過措置(罰則に関する経過措置を含む。)は、政令で定める。 

附 則 (平成一一年一二月二二日法律第一六〇号) 抄 

(施行期日) 

第一条 この法律(第二条及び第三条を除く。)は、平成十三年一月六日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 第九百九十五条(核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の

一部を改正する法律附則の改正規定に係る部分に限る。)、第千三百五条、第千

三百六条、第千三百二十四条第二項、第千三百二十六条第二項及び第千三百四

十四条の規定 公布の日 
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６ 和水町男女共同参画懇話会設置要綱 

 (設置目的) 

第 1条 男女が家庭や地域・職場などあらゆる分野に自由な意思で参画し、社

会的責任を担うことのできる男女共同参画社会を築くための施策を推進するこ

とを目的とした男女共同参画懇話会(以下「懇話会」という。)を設置する。 

(協議) 

第 2条 懇話会は、次の各号に掲げる事項について検討及び協議を行う。 

(1) 男女共同参画社会形成についての調査研究に関すること。 

(2) 男女共同参画社会形成のための総合的指針の推進に関すること。 

(3) その他目的達成に必要なこと。 

(組織) 

第 3条 懇話会は、委員 15人以内をもって組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(1) まちづくりに積極的に参加している者 

(2) 男女共同参画推進の活動に積極的に参加している者 

(任期) 

第 4条 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

2 委員が欠けた場合において、町長は、補欠委員を任命することができる。 

3 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

(運営) 

第 5条 懇話会に会長及び副会長、それぞれ 1人を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選によって選出する。 

3 会長は、懇話会を代表し、会務を総理する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その

職務を代理する。 

(会議) 

第 6条 懇話会は、必要に応じて会長が招集し、その議長となる。 

2 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、そ

の意見を聴くことが出来る。 

(報償費) 

第 7条 男女共同参画懇話会委員には、報償費を支給する。 

2 会長には日額報償費 6,800円を支給し、そのうち 1,000円を旅費相当額とす

る。 

3 委員には日額報償費 6,600円を支給し、そのうち 1,000円を旅費相当額とす

る。 

(事務局) 
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第 8条 懇話会の事務を処理するため、事務局を本庁総務課に置く。 

(補則) 

第 9条 この要綱に定めるもののほか、懇話会に関して必要な事項は、会長が

定める。 

附 則 

この要綱は、平成 19年 9月 1日から施行する。 

附 則(令和 2年告示第 17号) 

この要綱は、令和 2年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 3年告示第 45号) 

この要綱は、公示の日から施行する。 
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≪県内の相談・支援機関≫ 

名  称 相談内容 電話番号・相談日時 

熊本県男女共同参画相談室 

らいふ 

DV、離婚問題、人間関係、

生き方、家族、子育て、健

康など 

☎０９６－３３３－２６６６ 

熊本県男女共同参画・協働推進課内 

月・木・金（9:30～15:30） 

火    （9:30～19:30） 

☎０９６－３５５－２２２３ 

熊本県民交流館 パレア内 

土    （9:30～15:30） 

熊本県女性相談センター 

（熊本県福祉総合相談所） 

DV、離婚問題、家庭不和、

売春の強要など 

 

 

 

 

 

女性相談 ☎０９６－３８１－４４５４ 

土日祝、年末年始を除く 

（8:30～17:15） 

DV 相談 ☎０９６－３８１－７１１０ 

月～金  （8:30～22:00） 

土日祝  （9:00～22:00） 

妊娠とこころの電話相談 

（熊本県福祉総合相談所） 

妊娠や出産に関する相談 ☎０９６－３８１－４３４０ 

月～土  （9:00～20:00） 

不妊専門相談 

（熊本県福祉総合相談所） 

不妊に関する相談 ☎０９６－３８１－４３４０ 

月～土  （9:00～20:00） 

レディース１１０番 

（熊本県警察本部） 

性犯罪に関する届出、悩み

などの相談 

☎０１２０－８３４３－８１ 

☎０９６－３８４－１２５４ 

月～金（祝日、年末年始を除く）  

（8:30～17:15） 

熊本県玉名福祉事務所 女性が抱える様々な問題

に関する相談 

☎０９６８－７４－２１１８ 

女性の人権ホットライン 

（熊本地方法務局） 

女性の人権に関する相談 ☎０５７０－０７０－８１０ 

月～金（祝日、年末年始を除く）  

（8:30～17:15） 

 

 

近隣の相談窓口 
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女性が抱える様々な問題に関する相談 

≪警察に相談したいとき≫ 

名称 電話番号 

警察安全相談室（熊本県警察本部） ☎０９６－３８３－９１１０（２４時間体制） 

玉名警察署 江田駐在所 ☎０９６８－８６－２０４１

玉名警察署 板楠駐在所 ☎０９６８－３４－２６６６

和水町男女共同参画計画に関する担当窓口 

≪町の組織≫ 

役場部署・係 電話番号 

総務課 （男女共同参画総括） ０９６８－８６－５７２０ 

まちづくり推進課 ０９６８－８６－５７２１ 

税務住民課 ０９６８－８６－５７２３ 

福祉課 ０９６８－８６－５７２４ 

保健子ども課 ０９６８－８６－５７３０ 

商工観光課 ０９６８－８６－５７２５ 

社会教育課 ０９６８－３４－３０４７ 
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